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■ 退職時に重要な選択を迫られる！ 

 

退職金制度がある企業では、勤務されている方は退職時に退職金をもらうことができます。特に定年退職にあたっては、

退職金は高額になることもあり、退職後のライフプランニングに大きな影響を与える重要な局面ともなります。この退職金制

度は、退職一時金制度の場合は一時金でしか受け取ることができませんが、企業年金を実施している企業の場合、年齢や

加入年数等の一定要件を満たしていれば、退職金は一時金だけでなく、年金で受け取ることができるようになっています。 

従業員の方は、退職金を一時金と年金のどちらで受け取るかを、退職時に選択を迫られることになります。どちらがお得かは、

企業年金の種類や、その内容、選択される方の置かれた環境によって異なってきます。 

 今後、公的年金でもらえる額が減っていく可能性がある中、退職後のライフプランを考えるために、それを補完する退職金

の役割は重要なものとなります。 この稿では、各企業年金において、退職金を一時金でもらうのと年金でもらうのはどちらが

得かについて、３つの観点に分けて、述べていきたいと思います。 

 

 

■ 一時金 or 年金  ～３つの観点からの比較～ 

 

（１） 金額の観点 

 単純に給付金額はどちらが多いというところですが、単純に総受取額でみれば、年金に軍配が上がります。 

 年金受給期間中も利息がついており、一括で受け取るよりも、一定金額ずつもらいながら受け取れば、残額にも利息がつ

きますので、結果的に利息分、給付金額が多くなります。この利息の利率は給付利率や年金換算利率と呼ばれていますが、

この利率によって年金と一時金で違いが大きく出てきます。 

 

この給付利率は基本的には一定で、適格退職年金や厚生年金基金であれば、５．５％を保証している企業年金もあります。

ただし、最近では企業の経営環境も厳しくなっており、給付利率は低下傾向にあり、高い給付利率であった厚生年金基金や

適格退職年金も、代行返上や適格退職年金の廃止により、確定給付企業年金に移行するにあたって、給付利率を下げる事

例が多く見られ、２％～２．５％あたりが標準となっています。 

今般、被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げますとともに、救助や復旧に当っておられる皆様に心から

感謝し、一刻も早く復旧されますよう深くお祈り申し上げます。 
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また、厚生年金基金や 2002 年４月から創設できるようになった確定給付企業年金では、キャッシュバランスプランやキャッ

シュバランス類似制度（退職後の待期期間、受給期間のみ給付を変動させる制度）ができるようになりましたが、給付利率を

国債の利率等に連動させることができるようになっており、最低保証利率はありますが、国債の金利動向等で年金額は変動

してしまいます。確定拠出年金に至っては、原則、年金受給期間中も資産運用を継続するため、給付利率は原則保証されて

いません。運用結果によっては、年金額が予定どおりもらえない恐れもあるのです（予定以上にもらえるかもしれませんが）。 

確定拠出年金で年金額を確定させたいのであれば、元本確保商品である生命保険商品を購入する手段もあります。ただ

し、現行の利率は１％に満たず、確定給付型の企業年金に比べると不利は否めません。また、企業年金ではありませんが、 

中小企業退職金共済では、退職金を５年ないし１０年で分割で受け取ることができます。この時の給付利率は１％で定められ

ていますが、端数処理の関係で、実際には、１％を下回っています。 

  

さて、実際には年金と一時金でどれくらいの違いが出てくるのでしょうか。年金の支給期間にもよりますが、給付利率 5.5％

の場合、1,000万円の退職金なら、支給期間10年で257万円、支給期間20年で586万円も違いが出てきます。この違いは、

給付利率によって異なります。 

 

 

 

【 退職一時金 1,000 万円を年金で受け取った場合の違い 】 

 

◆給付利率 ５．５％ の場合 

10 年確定年金 年額 1,257,514 円×10 年＝12,575,140 円 

20 年確定年金 年額  793,169 円×20 年＝15,863,380 円 

 

◆給付利率 ４．０％ の場合 

10 年確定年金 年額 1,185,490 円×10 年＝11,854,900 円  

20 年確定年金 年額  707,517 円×20 年＝14,150,340 円 

 

◆給付利率 ２．５％ の場合 

10 年確定年金 年額 1,114,720 円×10 年＝11,147,200 円  

20 年確定年金 年額  625,826 円×20 年＝12,516,520 円 

 

 

さて、この比較は本当に正しいのでしょうか。実は、退職金を一時金で受け取った後のことは、このシミュレーションには反

映されていません。一括して受け取った金額を給付利率以上に資産運用することができれば、一時金でもらうほうが年金で

もらうより総受取額で上回る可能性はあります。また、住宅ローンが残っている場合は、そのローンの利息の利率が給付利

率を上回るのであれば、繰り上げ返済すればお得となります。だからこそ、給付利率が何％であるかは年金・一時金を選択

するにあたって、重要な情報となります。 
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実際は、給付利率は低下傾向とはいえ、市中金利より有利な利回りであることが多く、銀行の定期預金の現在の金利水準

ではとても確保できません。退職金が高額になる場合は、安定して資産運用することは難しく、自分で運用する場合は、預金

の利息や、株式の収益に課税されますので、企業年金の給付利率と同水準を確保することは難しいことが多いでしょう。給

付利率が原則保証されていない確定拠出年金でも年金の受給期間中、運用収益には非課税となっています。総受取額とい

う観点では、やはり年金のほうに軍配が上がるのではと思います。 

 

各企業年金について特筆することもありますので、補足しますが、厚生年金基金や確定給付企業年金においては、支給

期間が終身の場合、一時金選択をしてしまうと、生死に関わらず年金が支給される保証期間（10 年～20 年が多い）の分しか

もらえません。これは厚生年金基金等が年金でもらうことが原則である企業年金なので、一時金を受給する場合はペナルテ

ィとしての意味があるからです。年金と一時金の差は更に開くこととなります。 
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◇今後のメルマガをより良い物とするために下記のページより皆様のお声をお聞かせ下さい。 

http://www.nichizei.com/fp-enquete.html 
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中です。分野・テーマ等は自由です。最近の相談事例や得意分野など、ぜひ寄稿ください。執筆を希望される方
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